








要約:少子化、核家族化の進行、女性の社会進出などの社会環境変化により母子保健を取

り巻く環境も変わるとともに、男女共同参画型社会の実現を目標にした女性施策が政策課

題として取り上げられるようになりつつある。その中には従来保健所や市町村の衛生担当

部局で行われてきた女性保健施策と関連する事業が他の行政部門で取り上げられることも

多い。また、女性自身による子育て支援などに取り組む自主的な活動も活発に行われるよ

うになってきている。保健所はこのような市町村の女性保健施策や自主活動の動向を十分

に把握し、協力や連携、支援を積極的に図り、地域全体の一貫した子育て支援ネットワー

ク作りを目指していくべきである。


